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6（参考1-5） ヒアリング対象外の主な指定事業者による
固定電話番号を利用する転送電話の提供状況

固定電話番号(0AB～J)の指定を受けた主な固定電話事業者(ヒアリング対象外)

東北イン
テリジェ
ント通信

中部テレコミュニ
ケーション

ケイ・オプティコム
エネルギア・コミュニ

ケーションズ
STNet QTnet 楽天コム アルテリア J:COM Colt

アイ・
ピー・エ

ス

固定電話番号を利
用する転送電話※

の提供の有無
※ 電気通信事業に該

当するもの

有

有 有 有

有

有

有 有 有 有 有
サービス

①
サービス

②
サービス

①
サービス

②
サービス

①
サービス

②
サービス

①
サービス

②

着信転送/
発信転送の別 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信 着信

法人向け/
個人向けの別 法人 個人 法人 個人 法人 個人 法人

法人
個人

個人 法人
法人
個人

法人
法人
個人

法人 法人

転送区間の
ネットワーク
(通話品質水
準)

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

固定電話網
携帯電話網
050IP電話網

番号区画内の
固定端末及び
伝送路設備の
有無

有 有 有 有 有 有 有 有 有 有 有 有 有 有 有

番号区画内の
契約者拠点の
有無及び確認

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

有
(確認有)

契約者による
緊急通報の可
否

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転
送のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転送の

み)

-
(着信転送

のみ)

-
(着信転
送のみ)

-
(着信転送

のみ)

転送の際の利
用者通知(音声
ガイダンス、発
信音等)の有無

無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無

※本資料は、各社から聞き取りを行った内容について事務局が取りまとめたもの。







（参考2-1） 地理的識別性及び社会的信頼性に関する委員会での主な意見 9

● ０３番号で転送電話をユーザに提供する場合に、 その根拠となる会社、電話機、電話線などが割り当てられた０３番号区画内
になくても許されるとしたら、それは制度の不備ではないか。

● 新しいサービスやイノベーションに反対するものではないが、地理的識別性を逆手にとって実態は異なるものを単に０３に見
せるために提供するサービスはイノベーションとは関係ない。そうしたサービスは、識別性のない０５０を使って自由に提供すれ
ば良いのではないか。

● 発信・着信の両方の転送に市場ニーズがあること、特に実態のある法人において仕事で外に出ている営業マンやテレワーク
のための転送であれば、一定程度理解できる。

● インターネットの世界では、当初はアドレスに意味がなかったが、ＤＮＳやＨＴＴＰＳが登場し、最近はデータベースを使ってア
ドレスに地理情報を結びつけるなど、信頼性を高める方向で様々なサービスを可能とする流れがある。固定電話番号を利用す
る転送電話は、そうした流れと逆行している。

● ０ＡＢ～Ｊ番号には信頼性があるから転送サービスを行いたいという(事業者の)説明には自己矛盾がある。信頼性がニーズとな
り一瞬は儲かるかも知れないが、転送サービスの利用方法によっては、番号の信頼性が損なわれるため、長い目で見るとだん
だん儲からなくなるのではないか。０ＡＢ～Ｊ番号の信頼性が低下していくシステム形態になることを良いと考えているのか。

● ０ＡＢ～Ｊの信頼性の根拠の１つの考えとして、固定回線を実際に引くこと、引っ越しすると番号も変わるということを、日本の事
業者・利用者の両方が長年経験することによって、番号が地理的に紐付いていることが社会的に理解・納得され、信頼性が発
生してきたということではないか。仮にそういう立場をとると、固定回線を引くという手間をかけずに０ＡＢ～Ｊを使えるサービスは、
今までの事業者・利用者の様々な経験等に対するフリーライド(ただ乗り)ではないかという議論があり得る。それが続くと結局、
国民・利用者の間で信頼性が次第に掘り崩されていく懸念がある。

● フリーライド(ただ乗り)とは、回線設置等のコストの観点もあるが、むしろ０ＡＢ～Ｊにある信頼性に対するフリーライドだと思う。
各事業者が「社会的信頼性の観点から０５０ではなく０ＡＢ～Ｊのニーズが高い」と説明している点について、その信頼性とは、現
にその場所に企業が存在することであり、現に実在することを確認が必要であるということではないか。

● 事業者が提供する転送電話を使うユーザだけでなく、転送電話ユーザの通話相手となる一般消費者の立場からの意見も重要。

 前回までの委員会において固定電話番号の地理的識別性及び社会的信頼性について委員から示された
主な意見は以下のとおり。

主な意見







（参考3-1） 緊急通報時の発信者番号に関する過去の検討経緯 12

○「『異なる電気通信番号の送信の防止に係る省令の取り扱い方針（平成20年4月21日総務省公表）』の運用
に係るガイドライン」(平成２０年１２月２６日(社)電気通信事業者協会)＜抜粋＞

５．緊急通報時の発信者番号を担保するための対策

本章では、０ＡＢ～Ｊ番号回線の発信における緊急通報確保に係わる、発信事業者が留意すべき事項を記述する。

緊急通報を扱う事業用電気通信回線設備は、事業用電気通信設備規則第３５条の２の規定に従い、①所轄へ接続すること ②発信場所
の位置情報等を通知すること ③回線保留又は緊急通報受理機関に送信された電気通信番号による呼び返し等を実現することが求められ
ている。

ここで、発信する物理回線以外の０ＡＢ～Ｊ番号が通知（表示）された場合、緊急通報受理機関において発信者番号による位置情報の
検索あるいは位置情報と音声通話を結びつけることが困難になることが想定される。また、回線保留代替措置として緊急通報発信回線に
対する接続制限を実現すること及び呼び返しを行うことについても先述同様に困難になる可能性があると思われるため、発信事業者は以
下の各項に留意して発信者番号を送信する必要がある。

① 発信者番号の種類

緊急通報が着信する緊急機関の指令台に対しては、表示された発信者番号へコールバックした場合に、できるだけ緊急通報の発信者
宛に着信できることが望ましいことから、発信事業者とは異なる番号指定事業者の回線番号を発信者番号に設定している際であっても、
緊急通報時は発信事業者の番号を設定し送出する対策を実施すべきである。

② 位置情報通知システムとの整合

音声呼により指令台に送られた発信者番号と各事業者の位置情報通知システムから送信される発信者番号、及び同システムの検索
キーとなる発信者番号は一致していなければならないので（そうでなければ緊急機関側で同一性を確認することができない）、緊急通報に
おいては、発信事業者の番号を通知することを発信者番号設定事業者が責任を持って実施する。



（参考3-2） 通話品質に係る設備の技術基準の概要 13

固定電話

携帯電話 050 IP電話
アナログ電話 0AB-J IP電話

IP網への移行後の
メタルIP電話(予定)

通話品質等

＜通話品質＞
・送話ラウドネス定格
15dB以下
・受話ラウドネス定格
6dB以下

＜ネットワーク品質＞
・UNI－UNI間：
平均遅延70ミリ秒以下
揺らぎ20ミリ秒以下
パケット損失率0.5%未満

・UNI－NNI間：
平均遅延50ミリ秒以下
揺らぎ10ミリ秒以下
パケット損失率0.25%未満

＜総合品質＞
・平均遅延
150ミリ秒未満

＜安定品質＞
・アナログ電話と同等の
安定性

＜通話品質＞
・送話ラウドネス定格
15dB以下
・受話ラウドネス定格
6dB以下

＜ネットワーク品質＞
・UNI－UNI間：
平均遅延70ミリ秒以下
揺らぎ20ミリ秒以下
パケット損失率0.5%未満

・UNI－NNI間：
平均遅延50ミリ秒以下
揺らぎ10ミリ秒以下
パケット損失率0.25%未満

＜総合品質＞
・平均遅延
150ミリ秒未満

＜安定品質＞
・アナログ電話と同等の
安定性

＜通話品質＞
自主基準
（VoLTE除く）

＜総合品質＞
自主基準
（VoLTEのみ）

＜総合品質＞
・平均遅延
400ミリ秒未満

接続品質

＜接続品質＞
・呼損率0.15以下
・接続遅延30秒以下 等

＜接続品質＞
・呼損率0.15以下
・接続遅延30秒以下 等

＜接続品質＞
・呼損率0.15以下
・接続遅延30秒以下 等

＜接続品質＞
・呼損率0.15以下
・接続遅延30秒以下
等

＜接続品質＞
・呼損率0.15以下
・接続遅延30秒以下
等

※ 「通話品質」：呼を疎通する端末設備－局舎間での音量の減衰に係る品質（アナログ電話）、呼を疎通する端末設備同士間での音声伝送に係る品質（携帯電話（VoLTE除く））
※ 「ネットワーク品質」：呼を疎通するIPネットワーク部分に係る品質
※ 「総合品質」：呼を疎通する端末設備同士間での音声伝送に係る品質
※ 「安定品質」：呼の疎通の安定性に係る品質
※ 「接続品質」：呼の疎通しやすさに係る品質

※インターネット電話については品質基準が存在しない



（参考3-3） インターネット電話への転送に関する過去の検討経緯

○「IP時代の電気通信番号の在り方に関する研究会 第二次報告書」（平成１８年６月）＜抜粋＞

第４章 インターネット電話への転送について

３ 検討

３-２ インターネット電話への転送に係る発信者の保護方策

着信転送の形態によるインターネット電話への転送が許容される場合でも、発信者は、当該通信がインターネットを経由して通話先に転送さ
れているのかどうか分からないため、発信者保護の観点から何らかの方策が必要である。

発信者が呼接続を継続するかを選択可能な機会を確保するため、インターネットを経由している点について、インターネットへの転送前にガ
イダンスにより発信者に告知することが現実的な対策と考えられる。

ガイダンスの内容としては、例えば、「インターネット電話サービス（又は個別サービス名等）」に転送します。」等が考えられる。

ガイダンスが挿入された場合でも、インターネット電話への転送における注意点等については、発信者が直ちに認知することは困難であると
考えられることから、当該サービスを提供する事業者等において、利用者（当該サービスの契約者以外に、広く電話の利用者一般を含む。）に、
インターネットを系由することの意味を幅広く告知していくことが必要である。

ガイダンスの挿入により発信利用者は通話の都度ガイダンスを聞かなければならず発信利用者の利便が害されるのではないかとの観点から、
ガイダンスを挿入せず、例えば利用者にインターネット系由で接続されることがあることを幅広く告知することで代替可能なのではないかとの提
案もあった。しかしながら、インターネット電話への転送自体が一部の利用者により限定的に行われている現時点においては、告知のみによっ
て国民一般の理解が得られる環境に至っているとは考えられないため、不適当と考えられる。

ただし、使用頻度の高い利用者が毎回同様のガイダンスを聞くこと等がサービス提供の妨げになる場合には、（２度目以降は）中途でガイダン
スのキャンセルを可能とする方法や、ガイダンスをできる限り短くする方法など、利用者が煩わしく感じないような運用上の工夫も考えられる。

３-３ その他

一般的な着信転送サービスにおいては、発信元の発信者番号が転送先まで通知されることが通常ではあるが、システムによっては、転送の
際の発信に用いられる回線の番号が通知される場合も許容されている。

インターネット電話への転送の場合にも、通話先に発信者番号が通知される場合には、利用者の利便性の観点からは、発信元の番号を通
知することも考えられる。

（略）逆にインターネット電話から発信し、既存電話網へ着信する場合については、GWなどで既存電話網発信に用いた回線の番号が通知さ
れると、その番号にかけ直した場合に必ずしもつながるとは限らないことや、特に0AB～J番号が通知される場合には地理的識別性等の点で
問題があるなど、利用者保護の観点から慎重に対応する必要がある。このため、一般的には、インターネットから既存電話網へ転送を行う事
業者は、発信者番号を通知しないことが適当である。ただし、0A0番号については、確実に着信転送サービスの個々の利用者からの発信であ
ることが確認できる場合に限って、GWなどで既存電話網発信に用いた回線の番号を通知することも考えられる。

14





（参考4-1） 主な指定事業者における固定電話番号の卸提供の状況 16

固定電話番号(0AB～J)の指定を受けた主な固定電話事業者

NTT

KDDI
ソフト
バンク

東北イ
ンテリ

ジェント
通信

中部テ
レコミュ
ニケー
ション

ケイ・オプ
ティコム

エネルギ
ア・コミュニ
ケーション

ズ

STNet QTnet
楽天コ

ム
アルテリ

ア
J:COM Colt

アイ・
ピー・エ

ス

ZIP 
TelecomNTT

東西
NTT
コム

総務省から指定を
受けた固定電話
番号の数
(平成30年3月末現在)

19037万
番号

389万
番号

1375万
番号

1650万
番号

83万
番号

96万
番号

130万
番号

49万
番号

38万
番号

82万
番号

323万
番号

57万
番号

242万
番号

31万
番号

2万
番号

10万
番号

総務省から指定を
受けた固定電話
番号を他の事業
者に卸提供してい
る実態

有
※光コラボ
による固定
電話のみ

有 有

有
※個人
向け固
定電話
のみ

無 無 無 無 無 無 有 有 有 有 有 有

上記の卸提供し
た固定電話番
号を用いて、卸
先事業者が(固
定電話ではなく)
転送電話を提
供している実態

有
※ボイス
ワープ

有
※IP 
Voice転
送機能

有

有
※固定
電話オプ
ション(着
信転送)
のみ

- - - - - - 無 有

有
※固定電
話オプショ
ン(着信転
送)のみ

把握し
ていな
い

有 有

上記卸先事
業者に対す
る、転送電話
の提供に当
たり番号規
則を遵守さ
せる等の措
置(契約約款
等)

有
※番号区画
内の契約者
拠点の有無
及び確認を
実施

有
※番号区
画内の契
約者拠点
の有無及
び確認を
実施

無

有
※SBの
固定電
話と同じ
提供形
態に限
定

- - - - - - - 有

有
※固定電
話オプショ
ン(着信転
送)のみに
限定

接続契
約など
による

無 有

※本資料は、各社から聞き取りを行った内容について事務局が取りまとめたもの。




